欧州連合（EU）の言語教育

―ヨーロッパ・スクール（ブリュッセル）における実例―
山川智子

欧州評議会は、2001年の欧州言語年にあたって、EUの言語教育の目的を次のように定めた。①ヨーロッパの言語遺産への認識を高め、他の言語や文化に対して開かれた姿勢を持たせる。②ヨーロッパ市民に多言語の運用能力をつけさせる。③社会の経済的、文化的変化に対応できるよう、外国語の生涯学習を奨励する。
筆者はEUにおける言語教育の実体を把握し、それを日本の言語教育システムにどう適応できるかを考察している。ここではEUの言語教育の一例としてヨーロッパ･スクールをとりあげる。
この学校では欧州連合の11の公用語（デンマーク語、オランダ語、英語、フィンランド語、フランス語、ドイツ語、ギリシャ語、イタリア語、ポルトガル語、スペイン語、スゥエーデン語）が教えられている。教師は皆その言　語を母語（第一言語）とする者である。生徒たちにヨーロッパ市民としての基盤を持たせるために、教師自身の独自の体験をもとに、それを体系化して言語教育を行っている。学校の目的の一つに、「母語（第一言語）と外国語の運用能力を高める」が掲げられている。多様な外国語学習を促進しつつ、自身の母語（第一言語）も軽んじない姿勢を貫いているのが特徴である。
第二言語は、初めのうちは教科の一つとして教えられ、その後媒介言語となる。生徒たちは第四言語まで正式に学ぶが、様々な国籍の生徒たちと接しているうちに、より多くの言語を習得している。ここに、メタ言語能力の発達がみられる。これは日本の外国語教育にも何か示唆するものがあると考えられる。例えば、日本人の外国語学習の不利を克服する手段として、早期英語教育が議論されているが、これに加えて、年少時から英語以外に別の外国語を学習することも一つの手段として考えられるのではないか。それは、英語以外の外国語を学習することは、英語学習の妨げになるのではなく、むしろ促進につながると考えることもできるからである。
